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紅紅海海危危機機下下ににおおけけるるエエジジププトト及及びびトトルルココののカカンン

キキツツ輸輸出出のの動動向向  

１．エジプト 南アフリカを抜きアフリ

カ最大のオレンジ輸出国に 

ＦｒｅｓｈＦｒｕｉｔＰｒｏｔａｌ（２０２４年３月  

４日）（一部省略） 

米国農務省海外農業局（ＦＡＳ）の

１２月１９日付けの報告書によると、

南アフリカの２０２４年のオレンジ出

荷量は１％減少すると予測されてい

る。輸出量は２％増加すると予想さ

れるが、（港湾の非効率による）果

実の品質劣化は輸出量に影響を与

えている。 

対照的にＦＡＳのカイロ事務所（エ

ジプト）は、２０２３-２４販売年度につ

いて、オレンジの生産量が３％増加

すると予測している。さらに、エジプ

トの生鮮オレンジ輸出量は２５％増

加し、２００万トンに達すると報告し

ている。他方、南アフリカの輸出量

についてＦＡＳは、１３７万トンと予測

している。 

ＦＡＳのデータによると、２０２１-２２

年度の両国の生鮮オレンジ輸出量

はともに約１３０万トンであった。 

エジプトの収穫量の増加は、良好

な環境条件、新たなオレンジ市場の

開拓、及び農場の登録と生産の監

視に優れたトレーサビリティシステム

に起因している。 

国際市場でのエジプト産オレンジ

の需要の高まりと、官民共同の取り

組みの成功により、生産者は他の

種類の果実よりもオレンジを栽培す

るようになった。 

過去１０年間、小規模生産者も商

業的（大規模）農場も、価値の高い

輸出市場への大量出荷を維持する

ために、クリーンな果実の生産に注

力してきた。 

オレンジはエジプトの主要な柑橘

類作物であり、柑橘類の栽培面積

全体の７０％を占めている。バラデ

ィ、バレンシア、ネーブル、スイート

オレンジは、エジプトで最も多く栽

培されている品種である。 

エジプト産生鮮オレンジの輸出先

トップ１０は、今後もオランダ、ロシ

ア、サウジアラビア、インド、アラブ

首長国連邦、スペイン、バングラデ

シュ、シリア、中国及び英国で変わ

らないと思われる。 

２．ブラジルとカナダでエジプト産柑

橘類の輸入が増加  

ＦｒｅｓｈＰｌａｚａ（２０２４年３月６日） 

紅海の危機により、エジプトの柑

橘類輸出業者がアジアで直面して

いる困難は、他の市場を開拓する

原動力になっていると、フルーツフ

ァーム社（エジプト）の輸出部長で

あるアムル・カダー氏は述べてい

る。（以下「 」は同氏の発言） 

「アジア市場は、湾岸諸国、ヨー

ロッパ、ロシアと並んで、エジプト産

柑橘類の主要な輸出先である。

我々は、東アジア市場と中国に代

わる輸出先を見つけるために多大

な努力を払った。幸いなことに今年

は品質が大変良いことに助けられ

ており、サイズ分布も昨年に比べて

大幅に改善し、出荷量も年ごとに

増加している。」 

「今シーズンは、ブラジルとカナダ

という２つの新市場が特にダイナミ

ックで、かなりの量を引き取ってい

ることに注目している。」 

エジプトは、ほとんどの輸出市場

でスペイン、トルコ、モロッコとの競

争に直面しているが、近年の穏や
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かな気象条件とより競争力のある価格の恩恵を受けて

いる。「当社のオレンジは現在４００〜４５０米ドル/トン

の輸出単価（ＦＯＢ）で販売され、ヨーロッパへの着荷

時で６００米ドルまたはそれ以下であり、この価格は取

引先にとって大変有利である。」 

「弊社では現在、バレンシアオレンジ、マーコット、ア

ダリアレモン及びマンダリンを販売しており、すべての

同僚達に順風が吹くことを願っている。」 

ユーネス・ベンサイド 

３．エジプト 今年の柑橘類は採算が合わない 

ＦｒｅｓｈＰｌａｚａ（２０２４年３月２８日） 

エジプトの柑橘類輸出業者らは、紅海危機によって

アジアの重要な市場から切り離され、さらに他の市場で

の供給量が増加し、その結果として価格の下落につな

がったため、困難なシーズンになっていると異口同音

に不満を漏らした。ジェリラ社のエスラム・ジェリラＣＥＯ

によると、紅海危機により２０２３-２４年度の出荷シーズ

ンは不採算となった。（以下「 」は同ＣＥＯの発言） 

「アジア、特に極東における弊社の事業は、紅海の

状況によって大きな打撃を受けており、これはエジプト

のすべての輸出業者に当てはまる。それでも少量をな

んとか出荷しているが、毎回リスクを負っている。」 

「極東への輸送コストの大幅な増加に加えて、輸送時

間が２２日から４５日に増加したため、現地の輸入業者

らは、果実の鮮度と棚持ちについて懸念を抱いてい

る。強力なブランドを持ち、その品質によって市場で知

られている輸出業者は、他の業者よりはうまくやってい

るが、誰もが同じ運命にある。」 

業界筋によると、中国の海運会社数社が安全かつス

ムーズに紅海を航行している。しかし、同ＣＥＯは、そ

れらの会社のサービスを利用するリスクは高すぎると言

う。「個人的にはそのような例を直接知らないが、いず

れにせよ、弊社は良く知られた評判の良い国際企業と

仕事をしている。貨物全体を失うリスクを冒すわけには

いかない。」 

この状況に対処するために、エジプトの輸出業者ら

は、従来からの市場であるヨーロッパ、ロシア、中東

や、新興市場であるブラジル、カナダなど、他の市場に

目を向けている。同ＣＥＯは同社が今シーズン、ブラジ

ルへの輸出を５０％増やしたと述べた。 

「東アフリカと西アフリカへの輸出も増やしているが、

これらの国では購買力が低いため、満足のいく価格が

得られず苦戦している。」 

「今シーズン、エジプトの柑橘類生産量が大幅に増

加したことに留意すべきである。アジア市場を失ったこ

とと関連して、主要市場であるヨーロッパ、ロシア、中東

への供給量が増加し、低価格につながっている。」 

「価格は昨シーズンの同時期と同じ水準であるが、シ

ーズン終盤の価格は下がると予想している。」 他の情

報筋によると、米ドル建ての価格は昨年と同じ水準に

あるものの、自国通貨（エジプトポンド）建てでは低くな

っており（原文のまま）、生産者と輸出業者は同様に利

益率が大幅に低下している。 

ジェリラ氏は、「結局のところ、今シーズンの柑橘類は

採算が取れない。我々は、雇用とキャッシュフローを

維持し、特に最大の輸出国であるエジプトの地位を市

場で維持するためだけに輸出を続けている」と嘆く。

「今年のこの難しい出荷シーズンは、出荷量が昨シー

ズンより多いために長引き、終了が通常よりも遅くなり

そうである。」 

エジプトの輸出業者らは、以前は紅海の危機の早

期終結を願っていたが、今はより冷静な見通しを持っ

ている。「ラマダンが終わる頃（４月８日ないしは９日

頃）にはスペインの出荷が終了するはずなので、市場

の前向きな動きを期待している。夏にはオレンジ果汁

の出荷と消費が刺激されることを期待している」。 

ユーネス・ベンサイド 

４．トルコ 柑橘類の輸出は概ね安定 日本向けには

紅海危機の影響  ＦｒｅｓｈＰｌａｚａ（２０２４年４月３日） 

トルコの果実輸出業者アクスン社の共同経営者であ

るエスラ・ソイレン氏は、トルコの柑橘類シーズンは、

概ね安定していると言う。（以下「 」は同氏の発言） 

毎年需要が減少している１つの品目を除いて、柑橘

類のほとんどが好調である。「全体的に見て、ヨーロッ

パでは気温が非常に高く、すべての国でマンダリン、

グレープフルーツ、レモンが十分にあった。売上は安

定していたが、販売数量を増やすには価格圧力が大

きかった。レモンの需要は安定しており、シーズン全

体の計画を立てるのが容易であった。顧客がグレー

プフルーツよりも甘い品目を好むため、オレンジとマ

ンダリンの需要は年々増加し続けている。これは必然

的に、グレープフルーツの需要にその逆が当てはま

り、季節ごとに減少していることを意味する。」 

同氏は産地の競争に目を向け、エジプトがヨーロッ

パ市場において真剣に受け止められるプレーヤーに

なったと認める。 

「エジプトはここ数年すでにオレンジでは強豪で、国

別に見た時にそのことを強く感じている。スペイン、ギ

リシャ、そして今やエジプトなどの大輸出国がヨーロッ

パ市場にオレンジを供給しているため、この市場への

トルコ産の出荷は常にかなり遅い。しかし、これはオレ

ンジだけではない。マンダリンについても、他国は良

い品種があり、収穫量が多く、価格が安いため、プレ

ッシャーを感じている。その上、それらの国の出荷の

タイミングは我々とほぼ同じである。特にマーコットに

関しては、激しい競争を目の当たりにしており、国とし

て悪影響を受けている。」 

紅海の危機は多くの輸出業者に課題をもたらしてお

り、その結果、同社も一部の契約をキャンセルせざる

を得なかった。 

「様々な取引先があり、季節ごとの柑橘類の出荷計

画を立てている。それらは、ヨーロッパ、極東、米国、

カナダ、日本の取引先である。そのため、紅海危機は

当社に非常に大きな影響を与えている。日本向けの

シーズン別の契約数量があるが、紅海危機が一晩に

して表面化した際には、この目的地へのすべての積

み込みを停止せざるを得なかった。 

トルコの柑橘類の出荷シーズンはまだ続いており、
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殺菌作用のある短波長紫外線（ＵＶ－Ｃ）を利用した

防除は、イチゴやブドウで実用化されて、その技術がリ

ンゴにも利用され始めている。 

２年間の試験で、ＵＶ－Ｃの夜間処理により樹体や

果実を傷つけることなく、火傷病を抑制できることが示

されている。別の試験データも出されている状況であ

るが、コーネル大学の植物病理学者であるケリック・コ

ックス氏の研究グループは、ＵＶ－Ｃは殺菌剤や抗生

物質に代わる手段として有効であると結論付けた。 

２０２１年及び２２年に研究圃場で行われた火傷病防

除試験は、ニューヨーク州リンゴ研究開発計画から資

金提供された。コックス氏は、リンゴの黒星病やうどん

粉病へのＵＶ－Ｃの効果試験、果実の品質や貯蔵後

に悪影響がないことを確認する試験を行うための追加

の資金提供を求めている。 

コックス氏の研究グループは、コーネル大学の上級

研究員のデビッド・ガドリー氏の協力により果樹園で 

ＵＶ－Ｃの処理ができる装置を組み立てた。その基本

構造は、車台の上にアーチがあり、アーチの内側には

ＵＶ－Ｃを照射する電球が多数配置されている。  

ＵＶ－Ｃは、高度に磨かれたアルミ資材で反射される

ようになっていて、装置の前後には、紫外線反射材で

コーティングされた柔軟性のあるカーテンが設置され

ている。紫外線電球の電源は発電機から供給され、装

置全体は小型トラクターでけん引される。 

照射装置は、果樹列の上をけん引され、紫外線電球

と反射材により、内部の光子はまるで‘霧状’になって

複雑な果樹の樹冠内奥深くまで到達する。ガドリー氏

の研究グループは、けん引式の照射装置を１台１万 

２千ドルで３台作成したという。 

照射装置はまだ市販されていない。照射装置の核と

なる技術は特許でないため、製作企業にとってはそれ

ほど魅力的でなく市販されないかもしれない。コーネ

ル大学の研究者らは、だれでも装置を自作できるよう

な製作マニュアルを作成中である。 

病院で以前から使われているＵＶ－Ｃは、微生物の

ＤＮＡに損傷を与えることにより物質表面に存在する

細菌やカビを殺す。ＵＶ－Ｃ技術を利用した研究を  

１９９１年に開始したガドリー氏が、まず取り組んだのは

ブドウである。初期の試験では、ブドウに対する昼間の

ＵＶ－Ｃ処理によりうどん粉病を効果的に抑制できた

が、照射が強く樹体に損傷が出た。そのため、この技

術は、長年、日の目を見なかった。 

ところが約１０年前に、当時ノルウェー生命科学大学

の大学院生であった（現在は同学部所属）アルッピラ

イ・スタラパン氏がガドリー氏との共同研究で、太陽光

で活性化される微生物のＤＮＡ修復作用を夜間照射

により回避できることを発見した。 

もし、修復作用が働かない状態でＵＶ－Ｃが当たる

と、微生物は傷害を治すことができない。そのため、夜

間照射は、樹体を傷めない非常に弱いＵＶ－Ｃを利用

できる。ガドリー氏は「我々は、最適条件を見出した」と

語った。 

ひとたび、ブレークスルーとなれば、ＵＶ－Ｃは、他

の作物、例えば施設イチゴにも応用されるようになっ

た。この技術は、多様な病原菌群に顕著な効果があ

り、害虫の一部にも効果がある。オランダでは、施設イ

チゴのダニ防除に使われている。 

ＵＶ－Ｃ照射には、多くの長所がある。農薬の残留が

ない、農薬では散布間隔に制約があるが照射ではそ

のような制約はなく、果実品質への悪影響も見られな

い。ワイン品質への悪影響もない。 

昼間のＵＶ－Ｃ処理では、太陽光の影響を打ち消す

のに夜間の１０倍の強度が必要である。夜間照射で

は、その時間にはハチや他の有益虫は活動していな

いため、これら虫を傷つけることはない。 

夜間照射では、夜にトラクターを動かす必要があり、

それが考えられる欠点の一つである。当面、最も実現

可能な対応は、自動運転トラクターで照射装置をけん

引することである。ワシントン州立大学のブドウ普及専

門家のミシェル・モイヤー氏は、ブドウ園でうどん粉病

に対するＵＶ－Ｃ処理試験を行った。 

同氏は、本技術は地域ごとに適応性評価が必要で

あるという。米国の太平洋側北西部地域は東部沿岸

地域のブドウ園に比べて大規模で、樹形は複雑であ

る。複雑な樹形では果実の日焼けを防ぐことができる

が、照射光は樹冠内部の果実まで到達しにくい。 

ＵＶ－Ｃ照射をうどん粉病防除にだけ利用する場

合、ワシントン州のブドウ生産者は、コンパクトな樹形

管理をさらに進める必要があるだろう。また、多くの殺

菌剤は隔週散布であるが、ＵＶ－Ｃ照射では毎週行う

必要があるだろう。ＵＶ－Ｃ技術は、小規模生産者で

殺殺菌菌作作用用ののああるる紫紫外外線線（（ＵＵＶＶ－－ＣＣ））のの夜夜間間照照射射でで火火傷傷病病防防除除  
GGoooodd  FFrruuiitt  GGrroowweerr（（22002244 年年 33 月月 1155 日日））  

同氏にとって、今後数週間は驚くようなこともなく、非常

に単純明快に見える。 

「弊社ではまだレモン、グレープフルーツ、バレンシア

オレンジを扱っているが、価格は過去数週間、おそらく

数か月で見ても非常に安定している。適切な品質の果

実を収穫する優れたチームと、それらの果実を冷蔵室

で適切な湿度と硬さで安全に貯蔵する十分な設備があ

る限り、弊社は取引先の要求に可能な限り長い期間対

応することができる。」 

「グレープフルーツは契約した出荷計画が５月末ま

であるので、契約数量は良い品質の果実で確実にカ

バーする。レモンについては、品質上の問題や棚持

ち試験の成績の低下が出始めているので、４月中旬

頃に出荷を終了する予定である。オレンジについて

は、国内の小売業者とも取引があるため、もう数か月

長く、すなわちスイカ、モモ、ネクタリンなどの夏果実

を梱包するのと並行して柑橘類もまだ梱包することに

なる。」 

 ニック・ピーターズ 
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ＦＮＳＥＡ上層部と政府は合意に達していた。しかし、

この合意に他の団体やＦＮＳＥＡの県組織は反発し

た。ＦＮＳＥＡの上層部と下部との間にはギャップもあ

るようだ。ＦＮＳＥＡの会長を務めるアルノー・ルソー氏

は、ＥＵの共通農業政策を重視するものの、ＥＵの環

境対策を農業面で実施する「ファーム・トゥ・フォーク

（農場から食卓まで）」政策には反対している。この政

策は、２０３０年までに農薬の半減、化学肥料の２割

減、農地面積の２５％を有機栽培に充てるなどを軸と

している。同氏はこのＥＵの政策は農業を後退させる

ものだとして、生産性の高い農業を継続する立場を表

明している点で農業者からの支持を得ているが、合

計７００ｈａの農場で油脂植物を生産する農業者であ

る一方、フランス大手の油脂メーカーであるアヴリル

（Ａｖｒｉｌ）社の代表取締役でもある。今回はＦＮＳＥＡの

県レベル組織などが抗議行動の発端となったようだ。

ＦＮＳＥＡとＪＡの他に３つの団体があり、団体同士の

勢力争いも激しい。加入者数がＦＮＳＥＡに次ぐ農業

者 団 体 で 、 政 治 的 に 極 右 に 近 い 農 村 連 携

（Coordination Rurale）は小規模経営者が多く、ＥＵの

農業政策に懐疑的で、今回も過激な行動を辞さない

派手な動きをとった。一方、有機農業者が多数加入し

ている農民連盟（Confédération paysanne）は、環境保

全措置などに関して、ほとんどの場合、上記の団体と

対立しているが、今回は非軽油税引き上げ反対など

に同調し、抗議行動に参加した。有機農業に転換し

たものの、政府の方針が頻繁に変わり、展望が持てな

い、収益が出ないなどの理由から非有機に戻らざるを

得ない経営者もいると、苦境を語っている。 

アタル首相が緊急特別援助措置を発表した１月２６

日、フランス全国果実生産者連盟（ＦＮＰＦ；ＦＮＳＥＡ

の産物別部門の一角を成す経営者団体）、果実・野

菜経済管理組織（ＧＥＦＥＬ；青果物の生産者組織を

会員とする経済問題のアドバイス機関）、及びリンゴ・

西洋ナシ、サクランボ、生食用ブドウ、プルーン、モ

モ・アンズの五つの生産者組織（ＰＯ）は政府に対す

る４つの要求を発表した。 

①ＥＵレベルでは禁止されていないが、フランス政

府が国内で禁止したアブラムシの殺虫剤(アセタミプリ

ド、フルピラジフロン、スルホキサフロル)の使用を直ち

に再許可する。②フランス国内において、果実・野菜

のプラスチック包装を大幅に規制する政令の実施停

止。③農薬検査などの農家への立入検査の緩和。④

２０２３年１０月頃からフランスの農業者の不満があちこ

ちで表面化していた。「とんでもないことだ」という意味を

「（頭と足を逆にして）頭で歩いている」とフランス語で表

現することから、道路に設置された市町村名の標識の

ボルトを外して、逆さまに付け直すことがオクシタニー地

方で始まり、その後フランス各地に広がった。農業者は

抗議行動の一部だと表明していた。年が明けて行動は

過激になり、複数の地方で道路の封鎖などが見られ

た。２０２４年１月９日の内閣改造で、３４歳で就任したア

タル首相には早速の難題である。農業者の主な不満は

所得の低下。特に燃料などの値上げから生産コストが

高くなり、採算が取れない経営が多くなった。量販店や

加工業者からの買い叩きもある。また、ロシアと戦争状

態にあるウクライナを支援するために、ＥＵはウクライナ

産の小麦や鶏肉などの輸入関税を大幅に下げた。ウク

ライナはＥＵ加盟国ではないので、ＥＵの厳しい農薬規

制などを受けておらず、労働コストも低いので、ＥＵの価

格の半額程度で輸入されていて、ＥＵの農業者は不当

な競争にさらされている。そのほか、フランスの農業者

は、フランス独自の環境措置で、ＥＵの規制対象になっ

ていない農薬も規制されている。また、減税措置や環

境規制に関して、行政に提出する書類が多く、その様

式も複雑で、農作業の他に膨大な時間をコンピュータ

の前で過ごさなければならないというのも大きな不満の

１つである。銀行で多額の借金をして就農した農業者

はその返済に追われ、一説では毎日２人の農業者が自

殺を図っていると言われている。 

１月２６日にアタル首相は、農業者が利用する非輸送

用軽油税の段階的値上げ計画の放棄、生産者と加工

業者や量販店との商取引の検査の強化、家畜の流行

性出血病に対する５千万ユーロ（８０億円相当）の緊急

特別援助、行政手続の簡素化などを発表した。しかし、

こうした首相の提案に対して、農業者側は不十分だとし

て、実力行使をさらに展開していった。 

フランスの農業者と一概に言っても、団体も多様にあ

るし、産物によって状況も異なる。フランスの農業経営

者 団 体 は 任 意 加 入 で 、 最 大 組 織 で 歴 史 も 古 い  

ＦＮＳＥＡ（農業組合全国同盟）と３５歳未満の農業者が

加入するＪＡ（若い農業者）の２団体は系列として繋がっ

ていて、主張もほぼ同じである。ＦＮＳＥＡはフランスの

農業政策を歴代の政府と共同で運営していると言われ

るほど、フランスの農業政策に食い込んでいる。非輸送

用軽油税の値上げ計画については、２０２３年９月に  

フフラランンスス  ：：  フフラランンスス農農業業者者のの最最近近のの動動きき  
フフラランンスス現現地地情情報報調調査査員員    ジジャャンンルルイイ・・ララリリュュ  

 現現地地報報告告 

化学農薬の投入を減らしたい生産者に適する。 

「この技術は特効薬ではない」とガドリー氏は語った。

さらに続けて、「すべての作物で農薬をなくすことにはな

らないだろう。しかし、ある作物では農薬をなくせるかも

しれない。いくつかの作物では、最も厄介な病原菌を除

いて考えることができ、残された病原菌に対しての管

理を大幅に改善できる。それこそ、米国東部のブド

ウ、リンゴ生産に当てはまる」と語った。 

マット・ミルコビッチ 
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行政手続きの簡素化。 

①については、ＥＵで使用が禁止されているクロチアニ

ジン、イミダクロプリド、チアクロプリド、チアメトキサムの４

つのネオニコチノイド系殺虫剤の他に、フランスはさらに

上記の３つの殺虫剤成分の使用を２０２０年に禁止した。

フランスの生産者だけが厳しい生産条件を強いられてい

る一方で、ＥＵ域内、域外の国からこうした殺虫剤で処理

された果実が輸入されていると説明している。 

この頃から、パリ国際農業祭が開催される２月２４日ま

での１ヶ月間は、各地で農業者の抗議行動が話題にな

り、テレビのニュースは連日、まるで連続ドラマのように農

業者や政府の動きを報道した。道路を封鎖したり、県庁

の建物の前に家畜の糞尿を撒いたり、農業者保険制度

を扱う建物が一部壊されたりした。日が経つにつれて、

そうした地方での動きはパリへ向かっていった。フランス

各地からトラクターが幹線道路をノロノロと進み、農村連

携（ＣＲ）はパリ郊外のランジス国際食品卸売市場を封鎖

すると発表し、ＦＮＳＥＡのいくつかの県組織が幹線道路

のパリ市内への入り口を封鎖すると発表した。世論調査

によると一般市民の大半は農業者に同情的であった。 

２月１日、フェノ農業大臣は農薬使用の半減を目指す

エコフィト計画の一時停止を発表した。現行計画は  

２０３０年までに２０１５−２０１７年比で半減を目指すもの。

この制度はフランス独自のもので、農薬使用量の測定係

数もフランス独自のものが使われている。今後は多くの

農業者が希望するように、ＥＵで使われている係数に変

えるために、エコフィト計画を一時停止にするというもの

で、農業者から安堵の声も聞かれたが、有機農業を目指

す農民連盟（ＣＰ）、環境団体、医療関係者からは政府を

非難する発言が多く出た。政府が２月１２日に環境団体

を招いて開かれた会合は、ほとんどの環境団体が途中

で席を立って退場したと報道された。 

農業祭の開催を３日後に控えた２月２１日、アタル首相

は、フランスの農業者を不当な競争から守り、フランスの

消費者を守るために、チアクロプリドで処理された果実・

野菜の輸入を直近に禁止し、ＥＵレベルでも同じ措置を

とるように要求したと発表した。また、すべての農業団体

が反対している南米の貿易圏であるメルコスールとＥＵ

の貿易協定について、フランスは反対の立場をとることも

発表した。 

今年の第６０回パリ国際農業祭の初日は異常であっ

た。例年、初日には大統領が開会のテープを切ったりし

て和気あいあいの場面が報道されるところであるが、今

年は会場入口に「マクロン・辞任」と叫ぶ農業者がピケを

張ってマクロン大統領の入場を拒もうと構えて、機動隊と

向き合っている様子がテレビで朝から放送されていた。

しかし、大統領は朝の８時半にはすでに裏口から入場し

ていたことが発表され、大統領の提案で１０時ごろから立

ち飲み用の小テーブルを前に農業者団体の代表と予定

外の討論会が始まった。時に農業者が厳しい状況を説

明し、大統領が神妙に聞いていることもあったが、まるで

混み合ったバーで３０～４０人の人が１人の男を取り囲ん

で侃侃諤諤（かんかんがくがく）と話し合っているような様

子が、安定の悪いＴＶカメラを通して実況中継された。途

中から背広を脱いでワイシャツ姿になった大統領は、「頭

で歩いている」という文章が逆さに書かれたＴシャツ

を着た人に「こっちも真面目に聞くから、そのＴシャツ

は取ってくれよ」と注文する場面もあった。２時間後、

具体的な措置は何も表明されなかったものの、大統

領の正面を切った対応に押された形で、農業者たち

は「早急に、しっかりとした措置をとってくれ」というこ

とでこの話し合いは終了した。その後、大統領は、ス

タンドを訪ねたりもしたが、様々な生産部門や食品

産業の代表などと別室で話し合いを続けたようで、

会場を後にしたのは午後９時３０分過ぎであった。同

日、会場を視察した農業大臣や環境大臣は卵を投

げられている。 

今年の農業祭は、出展者数１,１００、入場料１６ユ

ーロ（２,６００円相当）にもかかわらず見学者６０万人

を数え、家畜や農産物の品評会も例年通り行われ

て、３月３日に閉幕した。 

３月２１日、フランスの元老院（上院）はＥＵ・カナダ

包括的貿易投資協定（ＣＥＴＡ）の最終的な批准を 

２１１対４４で否決した。この協定は２０１７年から暫定

的に適用されていて、フランスの国民議会（下院）は

２０１９年に批准を承認したが、フランスの牛肉生産

者はカナダから（反芻動物以外の）肉骨粉や成長促

進剤として抗生物質で育てられた牛の肉が大量に

ほぼ無関税で輸入されかねないとして、大反対して

いた。上院での可決は難しいとは言われていたもの

の、これほどひどい結果になるとは予測されていな

かった。上院議員も今回の農業者の反乱に影響さ

れたのか、フランス市民の自国優先ムードに押され

たのだろうか。一方で、ワインなどのアルコール類の

輸出はカナダとの貿易協定の実施後、フランスの輸

出が２０１７年（４億７千５百万ユーロ）から２０２３年 

（５億９千１百万ユーロ）までに約２４％伸びていて、

ワイン・蒸留酒業界はこの貿易協定を頼りにしてい

る。上院の否決で、批准案件は再び下院に戻される

が、与党の議員数は２０１９年よりも少なくなり、批准

は不確定である。まだＥＵの１０カ国が批准手続きを

終えていない。ＥＵの１国でも国内議会で批准が否

決されて、それが欧州議会に通知されると、条約そ

のものが無効になる可能性がある。すでにキプロス

で２０２０年に批准が拒否されたが、キプロス政府は

欧州議会に通知をしていないため、同国もＥＵの他

の国もカナダとの貿易を継続している。キプロスの貿

易量は少ないので無視されてきたが、フランスが否

決となれば、大問題になるだろう。 

現在、フランス政府は農業者の所得を確保するた

めに、農産物の生産者価格の最低価格を設置する

ことなどを検討しているようであるが、今のところ、環

境政策の緩和や停止で一時逃れをしているように見

える。 

世論調査によると、与党は６月の欧州議会議員選

挙に向けて、極右の党と呼ばれてきた国民連合

（Rassemblement National）に大きく引き離されてい

て、フランス政府はかなり難しい対応を迫られてい

る。 
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タタイイ  ：：  タタイイのの果果実実産産業業とと輸輸入入  
タタイイ現現地地情情報報調調査査員員    宮宮谷谷内内  泰泰志志郎郎    

熱帯果実の輸出： 

タイは熱帯果実の主要輸出国で、２０２２年には５億  

８,７００万ドルを輸出し、世界第６位にランクされた。タイ

の熱帯果実の主な輸出先は以下の通りである： 

中国（３億８,１００万ドル）、マレーシア（４,９２０万ドル）、

アメリカ（３,９２０万ドル）、韓国（３,５００万ドル）、ベトナム

（１,６４０万ドル） 

２０２１年から２２年にかけて、タイの熱帯果実の輸出市

場で最も成長したのは、米国（１,１２０万ドル増）、マレー

シア（７９２万ドル増）、香港（５６０万ドル増）であった。 

タイの果実輸入： 

タイは果実を大量に輸入しており、主にリンゴ、ブドウ、

核果類（モモ、サクランボ等）などの落葉果実を輸入して

いる。２０２２年、タイは１,７１０万ドル相当の熱帯果実を

輸入し、世界第６１位の輸入国となった。 

米国産果実のタイへの輸出の課題： 

米国からタイへの果実の輸出は２００５年の１,８８０万ドル

から２０１０年には３,４９０万ドルへと増加しているが、その

間に米国の市場シェアは１８％から１２％へと低下してい

る。 

これは、中国、ニュージーランド、オーストラリアなどの競

合国が、タイとより有利な貿易協定を結んでおり、米国より

も低い関税率で果実を輸出できるためである。 

タイの消費者は輸入果実をますます求めるようになって

いるため、タイ市場で競争力を維持するためには、果実産

業関係者は販促活動や提携を通じて積極的に関与し続

ける必要がある。 

最も消費されている輸入果実： 

1．バナナ、ココナッツ、ドリアン、ドラゴンフルーツ、リュウ

ガン 

これらは輸入され国内消費量も多いが、タイから中国

（最大の果物輸出市場）に輸出される果物の上位にもラン

クされている。 

中国で消費されるドリアンの９５％はタイから輸入されて

おり(２０２２年には１６８０億バーツ、前年比３.７２％の成長

率)、更には中国に５２万３,０００トンのココナッツを輸出し

ている。 

2．ブルーベリー、ブドウ、アボカド、リンゴ、柑橘類 

これらの果実はタイでは高級とされており、タイの中・高

所得者層や観光客、在タイ外国人の間で需要が高い。 

3．みかん、オレンジ 

タイはみかんの主要輸入国であり、オーストラリアが

実質的に唯一の供給国である。 

タイ国内での柑橘類の生産は、主としてオレンジで

あるが、植物検疫上の問題からここ１０年で減少して

いる。 

なお、タイの果実種類別の消費量は表２のとおりで

ある。 

表２ タイの果実種類別の年間消費量(２０１５年) 

果実の種類 千トン 割合 

マンゴ、マンゴスティン、グア

バ 3,130.7 30.4% 

柑橘類以外の主要果実 2,494.4 24.3% 

パイナップル 1,732.1 16.8% 

バナナ、プランテン 1,013 9.8% 

オレンジ 482.3 4.7% 

マンダリン(タンジェリン)、クレ

メンタイン 262.2 2.5% 

グレープフルーツ(ポメロ含む) 220.7 2.1% 

ブドウ 204.1 2% 

スイカ 166.8 1.6% 

パパイヤ 165.9 1.6% 

リンゴ 157.7 1.5% 

レモン、ライム 147.4 1.4% 

その他柑橘類 41 0.4% 

ナシ、マルメロ 35.8 0.3% 

その他 60 0.6% 
引用元:https://www.indexbox.io/store/thailand-fruits-market-

report-analysis-and-forecast-to-2025 

輸入果実の消費者グループの特性： 

輸入果物の需要は主に２つのグループに分けられ、

１つがバンコク(首都)に集中するタイの中・高所得者層

である。そして、もう１つが観光客とタイ在住の外国人

である。 

バンコク、プーケット、チョンブリな

どの観光都市では、エクスパット（国

内に居住する外国人）のコミュニテ

ィが輸入果実の消費者グループと

して重要である。 

最も重要なコミュニティは、米国

人、日本人、韓国人、中国人、ドイ

ツ人、フランス人、イギリス人であ

る。 

一方、観光客は輸入果実の需要

表１ タイの果実輸入の上位供給国（左）とタイへの輸出

が急成長した国（２１年～２２年）（右）   （万米ドル） 

国 名 金額 国 名 増加金額 

カンボジア 569 エジプト 18.0 

ニュージーランド 338 中国 14.1 

マレーシア 224 インド 1122..55  

ペルー 159   

エジプト 73.8   
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１１．．ＥＥＵＵ  果果実実・・野野菜菜ののププララススチチッックク包包装装をを禁禁止止へへ  

ＥＵＲＯＦＲＵＩＴ（２０２４年３月５日） 

欧州議会と理事会は、包装の削減、再利用、リサイク

ルに関する規則の改訂について暫定合意に達した。 

欧州委員会によると、「包装及び包装廃棄物規制」 

（ＰＰＷＲ）として知られる新しい措置は、食品の安全性

を高め、循環型経済を促進する。 

この規制は、すべての包装がリサイクル可能であること

を義務付け、有害物質の存在を最小限に抑え、不要な

包装を減らし、リサイクルされた原材料の利用を促進し、

（包装廃棄物の）収集とリサイクルを改善することにより、

ＥＵで使用される包装をより安全で持続可能なものにす

ることを目指している。 

しかし、提案の改訂により、当初は果実と野菜のすべ

ての使い捨て包装を禁止していたものが、プラスチック

包装のみに焦点を絞った禁止に置き換えられた。 

３月５日時点までに伝えられているように、業界のリー

ダー達は、この規則は甚大な損害を与え、果実・野菜業

界を不当に名指しするものであると述べている。彼らは

また、この規則は食品廃棄物を増やし、消費者の健康

的な食品へのアクセスを制限し、全体的なリサイクル率

にほとんど重大な影響を与えないと主張している。 

業界団体Ｆｒｅｓｈｆｅｌ Ｅｕｒｏｐｅのフィリップ・ビナール代

表は、Ｆｒｕｉｔｎｅｔ（本誌の出版元）に対し、禁止は発想が

貧困で、差別的であり、違法である可能性が高いと語っ

た。 

同代表は、「果実や野菜の包装、特にプラスチック包

装を禁止する理由は見当たらない」と言い、「影響評価

が行われていない。もし（議会と理事会が）合意に至れ

ば、その提案に異議を唱える訴訟が起きることは間違い

ない」と述べた。 

発効前に欧州議会と理事会が正式に承認する必要が

あるこの規則は、２０３０年までに５％、２０３５年までに  

１０％、２０４０年までに１５％の包装削減目標を設定して

いる。また、ＥＵ加盟国に対しては、特にプラスチック包

装廃棄物の量を削減するよう求めている。 

規則案によると、２０３０年１月１日から、未加工の生鮮

果実・野菜の包装など、様々な形態の使い捨てプラスチ

ック包装が禁止される。 

交渉担当者らは、すべての包装がリサイクル可能で、

今後制定される規則で定義される厳格な基準を満た

すべきであることに同意した。軽量の木材、コルク、繊

維、ゴム、セラミック、磁器、ワックスについては、一定

の免除が予想される。 

このほかの合意された措置は、包装中のすべてのプ

ラスチック部分についてのリサイクル原材料の最少含

有量目標及び発生する包装廃棄物の重量ベースの最

少リサイクル目標の設定並びにリサイクル可能性要件

の引き上げ等である。 

報告者のフレデリック・リース氏は、「ＥＵは環境関係

の法律で初めて、使用する材料に関係なく包装材の

消費量を削減する目標を設定しようとしている。我々

は、すべての産業部門、ＥＵ加盟国及び消費者に対

し、過剰包装との闘いにおいてそれぞれの役割を果た

すよう呼びかけるものである」とコメントした。 

マイク・ノウルズ 

２２．ニニュューージジーーラランンドド  今今季季ののジジャャズズリリンンゴゴのの輸輸出出開開始始

はは順順調調      ＰＲＯＤＵＣＥ ＰＬＵＳ（２０２４年３月１３日） 

今シーズン、Ｔ＆Ｇグローバル社とその独立系契約生

産者らは、ジャズ、エンヴィ等の価値の高いブランドリン

ゴを含む、合わせて４００万箱相当以上のリンゴを収穫

する予定である。 

同社の業務責任者であるクレイグ・ベティ氏は、樹上

には良質な果実があり、２０２３/２４年度のニュージーラ

ンド産リンゴの出荷は良好なスタートを切ったと述べた。

（以下「 」は同氏の発言） 

「全国的にリンゴの生育条件はほぼ完璧で、日中は

晴れて暑く、夜は涼しく、果実の着色と食味が素晴らし

くなった。弊社のジャズリンゴは、消費者が好んで求め

る歯ざわりの良さと甘酸っぱい風味のバランスが完璧

で、素晴らしい食味である。」 

ベティ氏は、ホークスベイ地方のジャズの生産量は昨

年のサイクロン・ガブリエルの影響を受けたが、復旧努

力により、今シーズンは品質の高い果実を実らせること

ができると述べた。 

「昨年は、ちょうど収穫が始まる直前にサイクロン・ガ

ブリエルがホークスベイ地方を襲い、一部のジャズの出

荷量に影響が出た。弊社のチームは、独立系の契約生

 トトピピッッククスス 

のかなりの部分を支えており、消費の主要セクターでも

ある。西洋出身の外国人や観光客は、東洋の観光客

よりも果実を多く消費する傾向がある。彼らは知識豊富

な消費者であり、より高品質な製品により高い金額を

支払うことをいとわない傾向がある。 

パンデミックの間、輸入果実の需要は若干減少した

ものの、持続的な成長を遂げてきた。昨今観光客の増

加に伴い、果実消費にも期待が持てる。２０２５年まで、

年平均２.８％の増加が見込まれている。 

国産果実とは対照的に、輸入果物は「プレミアム」市

場に位置づけられる。 

消費者動向： 

タイ市場の興味深い特徴は、加工品よりも生鮮品の

方が健康的であると認識され、生鮮品が強く好まれる

ことである。消費者が缶詰果実を買うのは、新鮮な果

実が季節外れで入手できない場合である。 

若年層では、オーガニック認証果実の需要が高まっ

ている。 

近隣諸国（中国など）と共通するもう１つの特徴は、特

別な機会に高品質の果実を贈る習慣が広まっているこ

とである。特別な装飾が施された箱やバスケットが市場

に出回ることも多くなっている。このような目的で最も人

気のある果実は、サクランボ、ブドウ、キウイフルーツで

ある。 
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  印印刷刷・・製製本本  

          ((有有))曙曙光光印印刷刷 

（（公公財財））中中央央果果実実協協会会  

本本誌誌のの翻翻訳訳責責任任はは、、（（公公

財財））中中央央果果実実協協会会ににあありり、、

翻翻訳訳にに関関ししてて、、 

FreshFruitPortal 
FreshPlaza 
Good Fruit Grower 
EUROFRUIT 
PRODUCE PLUS 

はは一一切切のの責責任任をを負負いいまませせ

んん。。 

産者らとともに、被害を受けた果樹園

の片づけと復旧のために膨大な量の

作業を行った。今シーズンの収穫物

の品質は、彼らの献身と努力の証で

ある。」 

同社とその契約生産者らは、ギズボ

ーン地方のタイラフィティ地域やホー

クスベイ地方で、ポッピ、ロイヤルガ

ラ、パシフィッククイーンなどの早生品

種の収穫を２月上旬に開始し、３月に

はジャズの収穫が始まった。その数週

間後には南島のジャズの収穫が始ま

る。３月下旬には最初のジャズがネイ

ピア港からアジアに向けて出荷され

る。同社のエンヴィブランドの高級リン

ゴは４月上旬から収穫が始まる。 

「ジャズは、既にニュージーランドの

人々が全国の店舗で入手できるのに

加えて、３月下旬にホークスベイ地方

から香港に向けて最初の出荷が始ま

り、その後数か月にわたって中国、日

本、マレーシア、タイ、ベトナムでも手

に入るようになる。」 

また、ホークスベイ地方にある同社

の自動化された最新鋭の梱包施設が

出荷シーズンを通して稼働するのもこ

れが初めてだ。 

「ワカツ地区（ホークスベイ地方）に

ある弊社の梱包施設は、世界有数の

ＡＩ選別、果実用ソフトハンドリング技

術、果実梱包・パレット積みロボット等

を活用することで、果実の品質を優先

しつつ、増え続ける果実を処理する能

力を確保するのに役立っている。」 

「サプライチェーン全体で、クラス最

高の複数のシステムにより、リンゴが良

好な状態で市場に届き、取引先と消

費者のニーズを満たすことを確保して

いる。」 

ブリー・カッジャティ 

３３．．南南アアフフリリカカ産産柑柑橘橘類類  ベベトトナナムムををはは

じじめめアアジジアア市市場場にに目目をを向向けけるる  Ｆｒｅｓｈ

ＦｒｕｉｔＰｏｒｔａｌ  （２０２４年３月２９日）  

南アフリカの柑橘類の輸出シーズン

は４月に始まり、ベトナムがオレンジの

最も新しい輸出先となる。農業・土地

改革・農村開発省（ＤＡＬＲＲＤ）はシ

ーズンの開始を前に、南部アフリカ柑

橘類生産者協会（ＣＧＡ）と共同で、ベ

トナム政府との二国間協定の締結を

発表した。 

ＣＧＡの最高執行責任者（ＣＯＯ）で

あるポール・ハードマン氏は本サイト

（FreshFruitPortal.com）に対し、この

市場の開放により、１万５千トンのオレ

ンジ輸出の可能性がもたらされると

語った。（以下「 」は同氏の発言） 

南アフリカは合計約７万５千エーカ

ーでバレンシアオレンジを、約３万７

千エーカーでネーブルオレンジを栽

培している。（１エーカー＝約０.４ヘ

クタール） 

「この協定により、より多くの雇用機

会が生まれ、ベトナムの消費者に

我々の品質の高いオレンジを再び紹

介することになる。南アフリカの柑橘

類産業は目覚ましい速度で成長して

おり、ベトナム市場はこの成長の一

部を吸収するだろう。」 

南アフリカの柑橘類の出荷シーズ

ンは４月に始まるが、輸出量は５月に

増え始める。その時点で、業界はベ

トナムへの「かなりの量の」出荷を開

始することを期待している。 

「まずネーブルを輸出し、その後バ

レンシアの収穫が始まればそれを輸

出する。」 

さらなる拡大の可能性 

ハードマン氏は、ベトナム市場に多

くの可能性を見出しており、今回オレ

ンジの輸入が承認されたことで、マン

ダリン、グレープフルーツ、レモンの

申請が続くという。 

「アジア市場は全般的に可能性が

ある。主な理由は、成長している経

済、人口の多さ、輸入果実の価値の

高さ、果実が多い食生活、そして彼

らの品質志向である。」 

ベトナム国内の複数の大手小売業

者が数千軒の小さなコンビニエンス

ストアをオープンし、今では良質の柑

橘類を扱うことができるという。 

ＦＡＯＳＴＡＴ（ＦＡＯの統計データ

ベース）によると、南アフリカは世界

でも有数の柑橘類輸出国であり、 ２

０２２年の輸出総額は１７億２千万ド

ル に 上 り 、 全 世 界 の 輸 出 額 の 

１１.７％を占める。 

南アフリカからの柑橘類の主な輸

出先は、オランダ（３億４,３００万ド

ル）、イギリス（１億５,４００万ドル）、ロ

シア（１億３,８００万ドル）、アラブ首長

国連邦（１億３,７００万ドル）、そして

中国（１億３,４００万ドル）が続く。 

ハードマン氏によると、南アフリカは

現在、インドへの貿易拡大に懸命に

取り組んでおり、また、タイと韓国にも

期待が寄せられている。 

 セバスチャン・ラミレス 
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ンジ輸出の可能性がもたらされると

語った。（以下「 」は同氏の発言） 

南アフリカは合計約７万５千エーカ

ーでバレンシアオレンジを、約３万７

千エーカーでネーブルオレンジを栽

培している。（１エーカー＝約０.４ヘ

クタール） 

「この協定により、より多くの雇用機

会が生まれ、ベトナムの消費者に

我々の品質の高いオレンジを再び紹

介することになる。南アフリカの柑橘

類産業は目覚ましい速度で成長して

おり、ベトナム市場はこの成長の一

部を吸収するだろう。」 

南アフリカの柑橘類の出荷シーズ

ンは４月に始まるが、輸出量は５月に

増え始める。その時点で、業界はベ

トナムへの「かなりの量の」出荷を開

始することを期待している。 

「まずネーブルを輸出し、その後バ

レンシアの収穫が始まればそれを輸

出する。」 

さらなる拡大の可能性 

ハードマン氏は、ベトナム市場に多

くの可能性を見出しており、今回オレ

ンジの輸入が承認されたことで、マン

ダリン、グレープフルーツ、レモンの

申請が続くという。 

「アジア市場は全般的に可能性が

ある。主な理由は、成長している経

済、人口の多さ、輸入果実の価値の

高さ、果実が多い食生活、そして彼

らの品質志向である。」 

ベトナム国内の複数の大手小売業

者が数千軒の小さなコンビニエンス

ストアをオープンし、今では良質の柑

橘類を扱うことができるという。 

ＦＡＯＳＴＡＴ（ＦＡＯの統計データ

ベース）によると、南アフリカは世界

でも有数の柑橘類輸出国であり、  

２０２２年の輸出総額は１７億２千万 

ド ル に 上 り 、 全 世 界 の 輸 出 額 の 

１１.７％を占める。 

南アフリカからの柑橘類の主な輸

出先は、オランダ（３億４,３００万ド

ル）、イギリス（１億５,４００万ドル）、ロ

シア（１億３,８００万ドル）、アラブ首長

国連邦（１億３,７００万ドル）、そして

中国（１億３,４００万ドル）が続く。 

ハードマン氏によると、南アフリカは

現在、インドへの貿易拡大に懸命に

取り組んでおり、また、タイと韓国にも

期待が寄せられている。 

 セバスチャン・ラミレス 


